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新監査公表第２号 

 平成２３年度包括外部監査の結果に基づく措置について、新潟市長から通知があったので、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により以下のとおり公表します。 

平成２６年５月２８日 

新潟市監査委員  貝 瀬  壽 夫

同 宮 本  裕 将

同     佐 藤  豊 美

同     渡 辺   仁

平成２３年度包括外部監査

「情報システムに係る財務に関する事務の執行について」

新潟市長が講じた措置 

報

告

書

頁

監査対象 監査結果の概要

結果に対する措置

（平成 24年度） （平成 25年度） 

54

56 

ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

第 5 包括外部監査の結果

及び意見 

１ 情報システムの調達 

(3) 全庁共通事項 

① 調達時に作成すべき資

料について（意見） 

基本計画書やSLA につ

いては、「必要に応じて」

ではなく具体的な作成基

準を設けること、さらに基

本計画書については、そこ

で記載すべき項目を明確

化することが望まれる。ま

た、参考となるテンプレー

ト（書式）や具体的な記入

例を示すことが望まれる。

③ 予定工数と実績工数の

比較について（意見）

作業単位（＝見積書に記

平成 25年度末までに、指

摘の内容を反映した新たな

「システム調達基準書」を

策定するとともに、基準の

順守を義務付ける規程類の

整備を図ってまいります。

【検討中】

平成 25年度末までに、指

平成 25 年度に策定作業

を開始しましたが、現状の

業務プロセスを補完する

ような基準書ではなく、業

務プロセス自体を抜本的

に改革した基準書が必要

との結論に達し、平成 25

年度は現状の業務プロセ

スの詳細な調査・分析を実

施したうえで、業務プロセ

ス改革を検討・施行し、平

成 26 年度中に「システム

調達基準書」を策定いたし

ます。 

【方針決定】

平成 25 年度に策定作業
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58 資産 

評価課 

載された作業単位）毎の実

績工数と予定工数の比較に

関する報告書を成果物とし

て契約書等に定め、業務終

了後に予定工数と実績工数

の差異の有無やその理由に

ついて確認し、見積りに見

合ったサービスの提供を受

けることができたかどうか

を評価した上で、次年度の

見積額の参考とすることが

望まれる。 

(5) 財務部資産税課 

③ 予定工数と実績工数と

の比較について（意見）

業務の進捗状況及び実績

時間等に関する報告書を成

果物として契約書等に定

め、委託先に対しシステム

の運用・保守に関する日々

の作業実績を確認できる資

料の作成を指示し、作業内

容及び問題発生の有無等を

随時確認できる体制を整え

ることが望まれる。 

また、作業単位（＝見積

書に記載された作業単位）

毎の実績工数と予定工数の

比較に関する報告書を成果

物として契約書等に定め、

業務終了後に予定工数と実

績工数の差異の有無やその

理由について確認し、見積

りに見合ったサービスの提

供を受けることができたか

どうかを評価した上で、次

年度の見積額の参考とする

ことが望まれる。 

２ 情報セキュリティ 

(2)情報セキュリティ全般

① 情報セキュリティ委員

摘の内容を反映した「シス

テム運用基準書」を策定す

るとともに、基準の順守を

義務付ける規程類の整備を

図ってまいります。 

【検討中】

平成 25 年度末までに、委

託先に提出させる報告書等

の成果物の見直しを行い、

作業内容や問題発生の有無

が随時確認できる体制作り

に努めてまいります。 

また、予定工数と実績工数

の比較については、今後策

定する「システム運用基準

書」に沿って、適正な基準

の運用に努めてまいりま

す。

【検討中】

を開始しましたが、現状の

業務プロセスを補完する

ような基準書ではなく、業

務プロセス自体を抜本的

に改革した基準書が必要

との結論に達し、平成 25

年度は現状の業務プロセ

スの詳細な調査・分析を実

施したうえで、業務プロセ

ス改革を検討・施行し、平

成 26 年度中に「システム

運用基準書」を策定いたし

ます。 

 【方針決定】

報告書等の成果物の見

直しについて、委託業者と

検討を行い、平成 25年度

契約分から、作業内容や問

題発生の有無が確認でき

る報告書を提出させるこ

ととしました。 

また、予定工数と実績工

数の比較については、今後

策定する「システム運用基

準書」に沿い、適正な基準

の運用を行います。 

 【方針決定】
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67

69 

ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

会について（意見） 

情報セキュリティ委員会

は重要事項の審議を行うと

定められており、情報セキ

ュリティ管理体制上重要な

機関であることを鑑みる

と、定期的に開催すること

が必要である。 

情報セキュリティ委員

会が定期的に開催されるこ

と及び対策基準に定める報

告事項及び承認事項が漏れ

なく議題として取り上げら

れることを確実にするため

に、下記の検討が望まれる。

・情報セキュリティ委員会

開催事務の実施手順書を作

成する。 

・同手順書で、情報セキュ

リティ委員会の開催頻度、

及び決議事項等を明文化す

る。 

② 情報セキュリティ教育

について（意見）

全庁的な情報セキュリテ

ィに関する意識を向上させ

る上で、教育・研修による

職員全体のレベルの底上げ

は必要不可欠である。全庁

漏れなく情報セキュリティ

教育を実施させるため、情

報セキュリティに関する統

括部署であるIT 推進課は、

各課の情報セキュリティ教

育の実施状況の確認及び未

実施の課への督促等の活動

を行うことが望まれる。 

また、この運用を徹底す

るために各課における教育

の実施状況の確認及び未実

施の課への督促等に関する

手続の整備が望まれる。 

平成 25年度末までに、ICT

適正利用に関連する「電子

計算機処理管理運営委員

会」「情報通信技術活用推進

会議」「情報セキュリティ委

員会」の一元化による新た

な委員会の設立を図るとと

もに、会議運営の規程類を

整備して、適正な開催に努

めてまいります。 

【検討中】

平成 24年度末までに、実

施手順書の見直しを実施

し、未実施の所属に対して、

ＩＴ推進課において掲示板

や電子メールを用いて実施

の督促を行い、全庁漏れな

く情報セキュリティ教育を

実施するよう指導に努めて

まいります。 

【検討中】

平成 25 年度に規程類の

整備作業を開始しました

が、各種基準書の策定を平

成 26 年度中に行うことと

したため、規定類の整備も

それに合わせる必要があ

ることにより、平成 26 年

度中に一元化された新た

な委員会の設立及び会議

運営の規程類を整備いた

します。 

【方針決定】 

平成 25 年度に各所属に

おける情報セキュリティ

教育の実施状況の確認及

び未実施の所属への督促

等の実施手順の見直しを

行いました。今後は、この

見直しをもとに、各所属の

情報セキュリティ教育の

適正な管理を実施してま

いります。 

【措置済み】
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70 

71 

ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

③ 情報資産台帳について

（意見）

情報資産の重要性に応じ

た情報セキュリティ対策を

効率的に実施するために

は、最新の情報資産を正確

に把握することが不可欠で

ある。漏れのない情報資産

の洗い出し、情報資産台帳

の更新作業を徹底させるた

め、情報セキュリティに関

する統括部署であるIT 推

進課は、各課における情報

資産の洗い出しや情報資産

台帳の更新に関する実施状

況を検証し、未実施の課へ

の督促を行う等、その進捗

を管理することが望まれ

る。 

また、これらの運用を徹

底するために、情報資産台

帳の管理手続の整備が望ま

れる。 

④ 情報セキュリティ外部

監査の是正措置につい

て（意見）

情報セキュリティに関す

る統括部署であるIT 推進

課は、毎年同様の不備が指

摘されている項目について

は、全庁的な問題と捉え、

他の課に対しても必要な対

策を実施するよう指導する

ことが望まれる。 

⑤ サーバの管理について

（意見）

サーバの保管方法等の

管理に関する規程を全庁的

に整備し、当該規程に基づ

き適切にサーバの管理が行

える体制を構築することが

望まれる。 

平成 24年度末までに、問

題点の洗い出しと管理手続

きの見直しや再整備を行

い、ＩＴ推進課において、

実施状況の把握と未実施の

課への督促を行う等の適正

な管理に努めてまいりま

す。 

また、情報資産台帳管理シ

ステムの導入の検討を行い

ます。 

【検討中】

平成 24年度からは、毎年

同様の不備が指摘されてい

る項目について、教育・訓

練に盛り込み、再発防止に

努めてまいります。 

【検討中】

平成 24年度末までに、各

所属が個別に管理するサー

バ類の設置場所について、

調査を実施するとともに、

規程類を整備して、適正な

管理に努めてまいります。

平成 25 年度に各所属の

情報資産の洗い出しや情

報資産台帳の管理方法の

見直しを行いました。今後

は、この見直しをもとに、

各所属の情報資産台帳更

新の適正な管理を実施し

てまいります。 

【措置済み】 

平成 24年度から情報セ

キュリティ管理者向け研

修などの職員研修に、情報

資産の管理や情報システ

ムのアクセス管理などの

指摘事項を盛り込み、指導

を実施しております。 

【措置済み】

平成 25年度にサーバ類

の設置場所の確認を行い、

サーバ管理規定を策定い

たしました。 

【措置済み】 
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73

74 

ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

(3) 電子計算機システム 

① 管理者権限の管理につ

いて（意見） 

不正なアクセスを防止す

るため、業務上必要な担当

者にのみに対して管理者権

限を付与し、不要となった

アカウントについては直ち

に抹消する手続の整備と厳

格な運用が望まれる。 

② 使用者登録状況の点検

について（意見）

不正なアクセスを防止す

るため、業務上必要な使用

者のみに対して権限を付与

し、不要となった使用者に

ついて点検・管理する手続

の整備と厳格な運用が望ま

れる。 

３ ＩＴガバナンス 

(1) 新潟市電子計算機処

理管理運営規程 

① 運営規程の見直しにつ

いて（意見）

運営規程については、市

のシステム管理体制が、大

型汎用機を中心とした集中

型の管理体制からオープン

系のサーバ等による分散型

の管理体制に変化したこと

を踏まえ全面的な見直しが

望まれる。 

また、運営規程で定めら

れた運営委員会と設置要綱

により設置される推進会議

の位置づけや開催目的等に

ついてもあわせて見直しを

行い、運営規程と設置要綱

の統廃合も検討することが

【検討中】

管理者権限の設定を確認

し、適正な設定を行いまし

た。今後は、平成 24年度末

までに、管理手順書を整備

して、適正な管理に努めて

まいります。 

【検討中】

平成 24年度末までに、使

用者権限の設定を確認し、

適正な設定を行うととも

に、管理手順書を整備して、

適正な管理に努めてまいり

ます。 

【検討中】

平成 25年度末までに、ICT

適正利用に関連する「電子

計算機処理管理運営委員

会」「情報通信技術活用推進

会議」「情報セキュリティ委

員会」の一元化による新た

な委員会の設立を図るとと

もに、会議運営並びにシス

テム運用の規程類を整備し

て、適正な管理に努めてま

いります。 

【検討中】

 平成 25年度に管理者権

限管理手順書を整備し、運

用を開始しました。 

【措置済み】 

平成 24年度に整備した

使用者権限管理手順書に

基づき、使用者権限の確

認、不要となった権限の抹

消を実施しております。 

【措置済み】 

平成 25 年度に規程類の

整備作業を開始しました

が、各種基準書の策定を平

成 26 年度中に行うことと

したため、規定類の整備も

それに合わせる必要があ

ることにより、平成 26 年

度中に一元化された新た

な委員会の設立、会議運営

並びにシステム運用の規

程類を整備し、適正な管理

を行います。 

【方針決定】
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75 ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

望まれる。 

(2)  新潟市情報通信技術

活用推進計画 

① 施策の事後評価につい

て（意見） 

設置要綱において、推進

計画で計画した施策の事後

評価に関する具体的な方法

について定め、推進会議に

おいて事後評価に関する審

議を行うことが望まれる。

今後予定している次期推進

計画の策定においては、こ

の定めに基づいて推進計画

ver2で計画した施策の事後

評価を実施し、次期推進計

画の中等で評価結果を報告

することが望まれる。 

② 次期推進計画について

（意見） 

行政の効率化や市民サー

ビスの向上を図るためには

情報通信技術（以下、「ICT」

という）の活用が不可欠で

ある。このような中で、ICT 

投資費用を抑制し、最大限

の効果を得るためには、市

の全体構想や工程表を示し

たうえで、市が戦略として

取り組むことを前提とした

推進計画が必要である。 

次期推進計画に向けて

予定している作業につい

て、体制面等の遅延の原因

を取り除き、次期推進計画

を当初予定どおり、平成24 

年度中に策定することが

望まれる。 

平成 25年度末までに、ICT

適正利用に関連する「電子

計算機処理管理運営委員

会」「情報通信技術活用推進

会議」「情報セキュリティ委

員会」の一元化による新た

な委員会の設立を図るとと

もに、会議運営並びに事後

評価に関する規程類を整備

して、当該委員会において

適正な事後評価に努めてま

いります。 

【検討中】

平成 24年度末までに、庁

内の ICT 利活用に関する業

務改革により、ICT 関連経費

削減や品質向上を図ること

を目的とする、次期推進計

画「ICT 適正利用基本計画」

を策定いたします。 

【検討中】

平成 25 年度に規程類の

整備作業を開始しました

が、各種基準書の策定を平

成 26 年度中に行うことと

したため、規定類の整備も

それに合わせる必要があ

ることにより、平成 26 年

度中に一元化された新た

な委員会の設立、会議運営

並びに事後評価に関する

規程類を整備し、当該委員

会において適正な事後評

価を行います。 

【方針決定】 

平成 25年度に次期推進

計画である「ICT ガバナン

ス改善計画書」の策定作業

を開始しましたが、現状の

業務プロセスを補完する

ような計画書ではなく、業

務プロセス自体を抜本的

に改革した計画書が必要

との結論に達し、平成 25

年度は現状の業務プロセ

スの詳細な調査・分析を実

施したうえで、業務プロセ

ス改革を検討・施行し、平

成 26年度中に「ICT ガバ

ナンス改善計画書」を策定

いたします。 

【方針決定】 
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76 

77 

ＩＴ 

推進課 

ＩＴ 

推進課 

(3) 政府調達に関する協

定に対応する情報システ

ム調達ガイド 

① 調達ガイドのルール化

について（意見） 

各主管課が概要調査票を

作成し、IT 推進課が概要調

査票に基づいて、要求金額

の妥当性を検討すること

は、効率的なシステムの開

発、有効性の高いシステム

の導入に寄与するものと考

える。 

小額なシステムの開発・

導入案件はともかく、少な

くとも一定金額以上の情報

システムの調達について

は、概要調査票を利用して

IT 推進課が情報システム

の調達の妥当性について検

討することを、ガイドでは

なくIT ガバナンスを強化

するためにもルールとして

定めることが望まれる。 

また、その際は、文書名

を変更し、政府調達以外の

情報システムの調達方法に

ついても記載していること

を各主管課に周知すること

も望まれる。 

② 契約終了時の検査に関

する手順について（意

見）

契約終了時の検査は、契

約の履行状況の確認という

本来の目的だけではなく、

今回の契約の見積りの妥当

性を検討し、次回の契約の

参考とする観点からも重要

なプロセスである。 

調達ガイドに、契約終了

時の検査に関する手順につ

いても記載することが望ま

れる。 

平成 25 年度末までに、指

摘内容を反映した新たな

「システム調達基準書」を

策定するとともに、基準の

順守を義務付ける規程類の

整備を図ってまいります。

【検討中】

平成 25年度末までに、指

摘内容を反映した新たな

「システム調達基準書」を

策定するとともに、基準の

順守を義務付ける規程類の

整備を図ってまいります。

【検討中】

平成 25年度に策定作業

を開始しましたが、現状の

業務プロセスを補完する

ような基準書ではなく、業

務プロセス自体を抜本的

に改革した基準書が必要

との結論に達し、平成 25

年度は現状の業務プロセ

スの詳細な調査・分析を実

施したうえで、業務プロセ

ス改革を検討・施行し、平

成 26年度中に「システム

調達基準書」を策定いたし

ます。 

【方針決定】 

平成 25年度に策定作業

を開始しましたが、現状の

業務プロセスを補完する

ような基準書ではなく、業

務プロセス自体を抜本的

に改革した基準書が必要

との結論に達し、平成 25

年度は現状の業務プロセ

スの詳細な調査・分析を実

施したうえで、業務プロセ

ス改革を検討・施行し、平
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成 26 年度中に「システム

調達基準書」を策定いたし

ます。 

【方針決定】

※措置欄に記載の【措置済み】及び【方針決定】について 

 【措置済み】は、外部監査人の指摘や意見について、必要な措置が実施されたこと、 

 【方針決定】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置は完了していないが、措置方針は決

定していること、 

 を示しているもので、監査委員事務局において追記したものです。 
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新潟市教育委員会が講じた措置 

報

告

書

頁 

監査対象 監査結果の概要 

結果に対する措置 

（平成 24年度） （平成 25年度） 

56 学務課 

第 5 包括外部監査の結果

及び意見 

１ 情報システムの調達 

(4) 教育委員会学務課 

① ＳＬＡに関する協議に

ついて（結果） 

SLA を定める目的は、支

払いの対価としてどのよう

なサービスがどれだけ提供

されるのかを事前に明確に

し、機能とコストのバラン

スを考慮して最適なサービ

スを選択すること等にあ

る。 

上記SLA のメリットを

享受するためには、具体的

なサービスメニュー、サー

ビス要件、SLA 評価項目、

SLA 設定値、報告要件、ペ

ナルティなどについて市

と委託業者間で合意した

上で、委託業者に実績の状

況を測定させ、その結果に

ついて定期的に報告を受

ける必要がある。 

就学援助システムの保守・

運用サービスレベルについ

て，規定項目と検査・測定方

法の協議を委託業者と行い

ました。今後，報告要件や報

告方法について協議を行い，

平成 24 年度から達成状況の

報告を受けることとし，報告

内容について委託業者と協

議してまいります。 

【検討中】

就学援助システムの保

守・運用サービスレベルに

ついて、報告内容の協議を

委託業者と行い、平成 24

年度より達成状況の報告

を受けました。

平成25年度以降も年度毎

の達成状況報告を委託業

者から受けてまいります。

【措置済み】

※措置欄に記載の【措置済み】及び【方針決定】について 

 【措置済み】は、外部監査人の指摘や意見について、必要な措置が実施されたこと、 

 【方針決定】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置は完了していないが、措置方針は決

定していること、 

 を示しているもので、監査委員事務局において追記したものです。 


